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東北農政局津軽土地改良建設事務所 



１ 一般事項 

別紙－１「一般事項」のとおり。 

 

 ２ 入札の保証について 

別紙－２「入札の保証について」のとおり。 

 

 ３ 契約の保証について 

別紙－３「契約の保証について」のとおり。 

 

 ４ 国庫債務負担行為契約事項 

   本工事は、国庫債務負担行為契約事項として、令和７年度から令和８年度までの２会計年

度により施工するものである。 

 

 ５ 特約事項 

（１） 請負契約書第 40 条第１項に規定する各会計年度における請負代金額の支払限度額の

割合及び出来高予定額の割合は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

令和７年度に補正予算が措置されるなど追加で予算の執行が可能となった場合、各会

計年度の支払い限度額の割合を変更し、契約を変更することにより、各会計年度における

支払限度額を変更するものとする。ただし、下表は、追加で執行可能となった予算額によ

り令和７年度の出来高予定額の９割まで措置された場合の割合であり、追加の予算額に

よっては、下表の割合と異なる場合がある。 

 

 

 

 

 

 

（２） 請負契約書第40条第１項に規定する「各会計年度における請負代金の支払いの限度額」

は、最終年度を除き出来高予定額の90％以内とする。 

 

 ６ 部分払及び中間前金払 

（１） 部分払もしくは中間前金払のいずれかを選択し、工事請負契約書で約定するものとす

る。 

（２） 工事請負契約書に規定する「部分払」の回数は、以下のとおりとする。 

ア 中間前金払を選択しない場合 

年度 前金払 中間前金払 部分払 

令和７年度 

 

有 

（出来高予定額の 40％以内

とする。なお、予決令第 86

条に規定する調査を受けた

者との契約に係る前金払の

金額は、出来高予定額の計

の 20 ％以内とする。） 

 

無 無 ※ 

年度 支払限度額の割合 出来高予定額の割合 

令和７年度 35.0％ 87.5％ 

令和８年度 65.0％ 12.5％ 

年度 支払限度額の割合 

令和７年度に追加で予算の執行が可能

となった場合 

令和７年度 78.7％ 

令和８年度 21.3％ 



令和８年度 有 無 

 

有（１回） 

※令和７年度出

来高に対する

部分払 

 

※ ただし、令和７年度に補正予算が措置されるなど追加で予算の執行が可能とな

った場合は以下のとおりとし、契約を変更することにより各会計年度における部

分払を請求できる回数を変更するものとする。 

年度 前金払 中間前金払 部分払 

令和７年度 

 

有 

（出来高予定額の 40％以内

とする。なお、予決令第 86

条に規定する調査を受けた

者との契約に係る前金払の

金額は、出来高予定額の計

の 20 ％以内とする。） 

 

無 

有（２回） 

※うち１回は年

度末部分払） 

令和８年度 

 

有 

 

無 無 

※ ただし、支払請求は補正予算が措置されるなど追加で予算の執行が可能となっ

た時期以降にできるものとする。 

イ 中間前金払を選択した場合 

年度 前金払 中間前金払 部分払 

令和７年度 

 

有 

（出来高予定額の 40％以内

とする。なお、予決令第 86

条に規定する調査を受けた

者との契約に係る前金払の

金額は、出来高予定額の計

の 20 ％以内とする。） 

 

無 ※ 無 ※ 

令和８年度 有 有 

 

有（１回） 

※令和７年度出

来高に対する

部分払 

 

※ ただし、令和７年度に補正予算が措置されるなど追加で予算の執行が可能とな

った場合は以下のとおりとし、契約を変更することにより各会計年度における部

分払を請求できる回数を変更するものとする。 

年度 前金払 中間前金払 部分払 

令和７年度 

 

有 

（出来高予定額の 40％以内

とする。なお、予決令第 86

条に規定する調査を受けた

者との契約に係る前金払の

有 ※ 
有（１回） 

※年度末部分払 



金額は、出来高予定額の計

の 20 ％以内とする。） 

 

令和８年度 有 有 

 

無 

 

※ ただし、支払請求は補正予算が措置されるなど追加で予算の執行が可能となっ

た時期以降にできるものとする。 

 

 ７ 施工年度の概要 

   本工事の出来高予定は、特約事項の範囲であるが、概ね下表の年度区分を目標に工事の進

捗を図るものとする。 

工 種 令和７年度 令和８年度 

洪水吐ゲート① 
○ 

（上ゴム袋体交換） 

○ 

（予備ゲート補修） 

仮設工 
○ 

（仮締切工） 
 

 

８ 排出ガス対策型建設機械について 

（１） 農林水産省農村振興局制定「土木工事共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）第

１章第１節1-1-39に規定する排出ガス対策型建設機械を使用しない場合は、変更契約

の対象となるので、詳細について機械搬入前に監督職員と打合せするものとする。 

 

９ 「工事書類の簡素化」について 

農林水産省農村振興局が所管する直轄土地改良事業等の請負工事における受注者の業務

及び発注者の監督・検査の合理化を目的に「提出書類の見直し」、「様式の統一」などを行い、

工事書類の簡素化を図るため、土木工事等共通仕様書などの基準等が平成 26 年３月 28 日

に改正された。 

これに合わせ、平成 26 年４月より農林水産省ホームページに提出書類様式を編集可能な

形式（Word、Excel）で掲載、ダウンロードを可能とすることで、受注者の利便性の向上を

図っている。 

なお、上記の土木工事等共通仕様書などの改正内容、提出書類書式及び「工事書類の簡素

化」についての概要は、農林水産省ホームページ http://www.maff.go.jp/j/nousin/ 

    seko/kyotu_siyosyo/に掲載されているので確認されたい。 

 

10 被災地域における被災農林漁家等の就労機会の確保について 

（１） 受注者は、工事の施工に当たっては、効率的な施工に配意しつつ、地震又は台風等

被災地域における被災農林漁家等の就労希望者を優先的に雇用するよう努めるものと

する。なお、被災農林漁家等の雇用においては、賃金等の支払いが適正かつ遅滞なく

行われるよう配慮すること。 

（２） 被災地域における被災農林漁家等の雇用実績等を把握するために、以下の内容で調

査を行うので、受注者は協力すること。 

ア 工事着手時点における雇用見込人数 

イ 月毎の雇用実績人数 

 

11 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知について 

落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法（昭和24年法律第100

号）第20条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生

するおそれがあると認めるときは、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方

の決定）から請負契約を締結するまでに、契約担当官等に対して、その旨を当該事象の状



況の把握のため必要な情報と併せて別添様式により通知するものとする。 

 

 12 仕様書等の補足事項について 

（１） 積算工種区分等について 

本工事の予定価格積算における工種区分等については、「土地改良事業等請負工事積

算基準」（農林水産省農村振興局制定）に基づき、次のとおりとしている。 

【土木工事】 

ア 工種区分：その他土木工事（２） 

イ 施工地域区分：補正なし 

ウ 冬期補正（歩掛）：なし 

エ 冬期補正（現場管理費）：なし 

オ 豪雪補正：10％ 

カ 週休２日補正：４週８休以上 

キ 熱中症対策補正（現場管理費）：0.00％ 

ク 現場環境改善費の計上：する 

 

【施設機械設備工事】 

ア 工種区分：ゴム引布製起伏堰製作据付工事 

イ 施工地域区分：補正なし 

ウ 冬期補正（歩掛）：なし 

エ 冬期補正（現場管理費）：なし 

オ 豪雪補正：10％ 

カ 週休２日補正：４週８休以上 

キ 熱中症対策補正（現場管理費）：0.00％ 

ク 現場環境改善費の計上：する 

ケ 単価期：令和７年３月期単価 

（２） 据付間接費の工種区分について 

項  目 据付間接費 

上ゴム袋体交換 

ゴム引布製起伏ゲート設備 予備ゲート撤去 

予備ゲート格納 

（３） 架空線の防護管設置に係る費用について 

    架空線の防護措置における防護管設置に係る費用は計上していないが、契約後、架

空線管理者との協議により必要となった場合は、監督職員と協議し、契約変更の対象

とする。 

 

13 設計材料単価について 

本工事で用いる資材等のうち、東北農政局ホームページで公表されている資材及び定期

発行物に記載されている資材以外の資材であって、見積徴集した資材、随時調査した資材

の単価については、申請書受理通知の際に入札説明書等ダウンロードシステムで配布する

こととしている。 

 

14 運搬距離等について 
（１） 仮置きヤード 

割栗石の仮置きヤードからの運搬距離は、旧小学校ヤードから0.5km、中里山ヤード

から14.3kmで計画している。 

（２） 建設発生土受入地 

建設発生土受入地までの運搬距離は、中里山受入地まで14.3kmで計画している。 

（３） 建設資材廃棄物 

特別仕様書第７章２に示す処理施設までの片道運搬距離は、次表のとおり考えてい

る。 



コンクリート塊（無筋）  7.9km 

廃プラスチック     27.3km 

（４） 仮設材 

調達地からの運搬距離及び輸送量は、次表のとおり考えている。 

なお、仮設材の輸送費については、片道（復路）分に冬期割増率0.2を計上している。 

資材名 調達地 運搬距離 仮設材輸送量 備考 

敷鉄板 青森県つがる市 17.7km 428.27ton  

鋼矢板 青森県北津軽郡中泊町 14.3km 
335.45ton 45H L=14.0m 

323.55ton 45H L=15.5m 

（５） 重建設機械 

重建設機械は、往復分を次表のとおり計上している。 

重建設機械名 計上範囲 数量 

クローラクレーン50t吊 分解・組立・運搬 ２台 

クローラクレーン65t吊 分解・組立・運搬 ２台 

クローラクレーン100t吊 分解・組立・運搬 ２台 

（６） 台船関係 

クレーン用組立台船等の運搬基地は、福島県相馬市を考えている。 

 

15 施工歩掛 

令和６年度土地改良工事積算基準（農林水産省農村振興局制定）に記載のない歩掛につい

ては、別紙－４のとおり考えている。 

 

16 水替工 

排水ポンプの運転日数は、次表のとおり考えている。 

（１） 仮締切り後の初期排水 

 
（２） 初期排水後の湧水対策 

 

 

 

 

 

なお、異常出水、溢水対策として、初期排水後の湧水対策で稼働する上流と下流の３台の

他に工事現場内に予備として４台を存置させることとする。 
 

17 仮設材 

仮設材の供用日数は、次のとおり考えている。 

（１） 汚濁防止フェンス 

工種 供用日数 

汚濁防止フェンス工 138日 

（２） 敷鉄板 

工種 供用日数 

係留施設設置（左岸下流側） 163日 

工事用道路 134日 

低水敷進入路工 71日 

 

  

設置場所 排水量 排水区分 運転日数 箇所数 

上流 450～1300m3/h未満／箇所 常時排水 ４日 ３ 

下流 450～1300m3/h未満／箇所 常時排水 ４日 11 

設置場所 排水量 排水区分 運転日数 箇所数 

上流 450～1300m3/h未満／箇所 常時排水 67日 １ 

下流 450～1300m3/h未満／箇所 常時排水 67日 ２ 

洪水吐ゲート① ０～６m3/h未満／箇所 常時排水 100日 ３ 



（３） 鋼矢板 

工種 供用日数 

仮締切工（左岸下流） 95日 

仮締切工（左岸上流） 126日 

 

18 輸送費 

輸送費については、次のとおり考えている。 

（１） 予備ゲート 

ア 対象設備質量 ：48.1ｔ 

イ 輸送距離 ：6.6ｋｍ（現場から予備ゲート保管庫まで） 

（２） 上ゴム袋体 

ア 袋体投影面積 ：119.6㎡ 

イ 輸送距離 ：1,133ｋｍ 

 

19 予備ゲート補修（現場塗装） 
予備ゲート補修（現場塗装）の塗装面積は、全塗装面積の１割程度を見込んでおり、予備

ゲート撤去の歩掛に含めて計上している。 

 

 20 参考図について 

別紙－５「参考図」のとおり。 

  













別紙－２ 

 

入札の保証について 

 

入札参加者は、以下の①から⑤までのいずれかの書類を提出しなければならない。 

① 入札保証金に係る保管金領収証書及び保管金提出書 

イ 保管金領収証書は、「日本銀行仙台支店」に見積金額の100分の５の金額以上に相当す

る金額の金銭を払い込んで、交付を受けること。 

ロ 保管金領収証書の宛名の欄には、「東北農政局歳入歳出外現金出納官吏 総務部会計課

課長補佐（主計） 佐藤 淳一」と記載するように申し込むこと。 

ハ 落札者が契約を結ばないときは、保管金は、会計法（昭和22年法律第35号）第29条

の７の規定により国庫に帰属する。 

ニ 入札参加者は、入札執行後、保管金の払渡しを求める旨の保管金払渡請求書を提出する

こと。なお、落札者は、工事請負契約書案の提出とともに提出すること。 

ホ 見積金額の増額により入札保証金の金額を増額する場合の取扱いについては、契約担

当官等の指示に従うこと。 

② 入札保証金に代わる担保としての国債に係る政府保管有価証券払込済通知書及び政府保

管有価証券提出書 

イ 政府保管有価証券払込済通知書は、「日本銀行仙台支店」に見積金額の100分の５の金

額以上に相当する金額の国債を払い込んで、交付を受けること。 

ロ 政府保管有価証券払込済通知書の宛名の欄には、「政府保管有価証券取扱主任官 東北

農政局総務部会計課課長補佐（主計） 佐藤 淳一」と記載するように申し込むこと。 

ハ 落札者が契約を結ばないときは、保管有価証券は、会計法第29条の７の規定により国

庫に帰属する。 

ニ 入札参加者は、入札執行後、政府保管有価証券払渡請求書を提出すること。なお、落札

者は、工事請負契約書案とともに提出すること。 

ホ 見積金額の増額により国債の総額を増額する場合の取扱いについては、契約担当官等

の指示に従うこと。 

③ 落札者が契約を結ばないことによる損害金の支払を保証する銀行等の保証に係る保証書 

イ 債務不履行により生ずる損害金の支払の保証ができる者は、銀行等とする。 

ロ 保証書の宛名の欄には、「支出負担行為担当官 東北農政局長 菅家 秀人」と記載され

るように申し込むこと。 

ハ 保証債務の内容は、落札者が契約を結ばないことによる損害金の支払いとすること。 

ニ 保証書上の保証に係る工事の工事名の欄には、入札公告に記載される工事名が記載さ

れるように申し込むこと。 

ホ 保証金額は、見積金額の100分の５の金額以上とすること。 

ヘ 保証期間は、書類の提出日から入札執行の日から７日を経過した日以降の日であって、

契約担当官等が指定する日までを含むものとすること。 

ト 保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後６カ月間以上確保されるものとす

ること。 





 

 

別紙－３ 

 

契約の保証について 

 

（１） 落札者は、工事請負契約書案の提出とともに、アからオのいずれかの書類を提出しなけれ

ばならない。 

 

ア 契約保証金に係る保管金領収証書及び保管金提出書 

（ア） 保管金領収証書は、「日本銀行仙台支店」に契約保証金の金額に相当する金額の

金銭を払い込んで、交付を受けること。 

（イ） 保管金領収証書の宛名の欄には、「東北農政局歳入歳出外現金出納官吏 総務部

会計課課長補佐（主計） 佐藤 淳一」と記載するように申し込むこと。 

（ウ） 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、契

約担当官等の指示に従うこと。 

（エ） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときは、契約保証金は、会計

法第29条の10の規定により国庫に帰属する。 

なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分を

徴収する。 

（オ） 受注者は、工事完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに保管金の払渡を

求める旨の保管金払渡請求書を提出すること。 

 

イ 契約保証金に代わる担保としての有価証券（利付国債に限る。）に係る政府保管有価証

券払込済通知書及び政府保管有価証券提出書 

（ア） 政府保管有価証券払込済通知書は、「日本銀行仙台支店」に契約保証金の金額に

相当する金額の利付国債を払い込んで、交付を受けること。 

（イ） 政府保管有価証券払込済通知書の宛名の欄には、「政府保管有価証券取扱主任官 

東北農政局総務部会計課課長補佐（主計） 佐藤 淳一」と記載するように申し込

むこと。 

（ウ） 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、契

約担当官等の指示に従うこと。 

（エ） 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保管有価証券は、会計法

第29条の10の規定により国庫に帰属する。 

なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分を

徴収する。 

（オ） 受注者は、工事完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに政府保管有価証

券払渡請求書を提出すること。 

 

ウ 債務不履行時による損害金の支払いを保証する金融機関等の保証に係る保証書 

（ア） 契約保証金の支払の保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締

りに関する法律（昭和 29 年法律第 195 号）に規定する金融機関である銀行、信託

















（6/7）

大型土のう工（撤去）〔水中施工〕 （単位:134.00袋当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

土木一般世話役 人 1.000

特殊作業員 人 1.000

普通作業員 人 1.000

潜水士 人 1.000

潜水連絡員 人 1.000

潜水送気員 人 1.000

ラフテレーンクレーン運転 25t吊 日 1.000

予備ゲート撤去 （単位:1.00式当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

機械設備据付工 人 384.000

普通作業員 人 32.000

予備ゲート保管庫格納 （単位:1.00式当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

機械設備据付工 人 240.000

普通作業員 人 24.000

上ゴム袋体交換 （単位:1.00式当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

機械設備据付工 人 984.000

据付材料費 % 14.000

据付補助材料費 % 4.000

【機械運転単価】

組立式台船(クレーン用)運転 （単位:1.00日当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

高級船員 人 1.000

普通船員 人 2.000

クレーン用組立台船 供用日 1.910

軽油 パトロール給油 L 136.000

組立式台船(資材運搬用)運転 （単位:1.00日当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

普通船員 人 1.000

搬出用組立台船 供用日 1.910

引船兼揚錨船運転 （単位:1.00日当たり）

名称 規格 単位 数量 備考

高級船員 人 1.000

普通船員 人 1.000

引船兼揚錨船 供用日 1.910

軽油 パトロール給油 L 193.600







（別添様式） 

令和  年  月  日  

支出負担行為担当官  

        ○○ ○○ 殿  

  

所 在 地  

名   称  

代表者名             （押印不要）  

  

通   知   書 

  

下記のとおり、建設業法第２０条の２第２項に基づき、発生するおそれがあると認める工 

期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報を通知します。  

  

記 

  

工事名：                                       

  

□ 主要な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格の高騰  

（建設業法施行規則第１３条の１４第２項第１号）  

発生するおそれのある事象※：（例）国際的な石炭価格上昇に伴うコンクリート価格の高騰  

上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先：（例）報道等の URL を記載又はファイルを別添  

※天災その他自然的又は人為的な事象により生じる発注者と受注者の双方の責めに帰することが

できないものを記載  

  

□ 特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰  

（建設業法施行規則第１３条の１４第２項第２号）  

発生するおそれのある事象※：（例）○○地震の復旧工事の本格化による交通誘導員の不足  

上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先：（例）報道等の URL を記載又はファイルを別添  

※天災その他自然的又は人為的な事象により生じる発注者と受注者の双方の責めに帰することが

できないものを記載  

以上  

  

その他連絡事項（空欄可）（自由記述：上記のほか工期等に影響を与えることが想定される情報等）  

  

  

                                             

  



 

（注）１．本通知書については、建設業法施行規則第１３条の１４第２項に規定する事象 

が発生するおそれがあると認めるときに提出するものであり、当該事象の発生 

するおそれが認められない場合は、提出を求めるものではない。  

  

２．本通知書を提出する場合は、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相 

手方の決定）から契約締結までに提出するものとする。  

  

３．「上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先」欄においては、受注予定者 

の通常の事業活動において把握でき、メディア記事、資材業者の記者発表ある 

いは公的主体や業界団体などにより作成・更新された一定の客観性を有する統 

計資料等に裏付けられた情報を用いること。（一の資材業者の口頭のみによる情 

報など、真偽を確認することが困難である情報は除かれることに留意するこ 

と。）  

  

４．本通知書により通知した事象が契約締結後に顕在化した場合は、建設業法第２ 

０条の２第３項により、請負契約の変更についての協議を受注者から発注者に 

対して申し出ることができるが、当該協議については、本件工事の請負契約の 

規定等（スライド条項の運用基準等を含む。）に基づき対応を行うものである 

ことに留意すること。  

  

５．本通知書を提出していない場合であっても、本件工事の請負契約の規定に基づ 

き、請負契約の変更について発注者に対して受注者から協議を申し出ることが 

できる。 


